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償還報告書（全体版） 

[満期償還] 

アジア不動産関連株オープン 

 

 
 

信託終了日：2019年５月22日 
 

 

 

受益者のみなさまへ 
 

平素は格別のご愛顧を賜り厚く御礼申し上げます。 

さて、「アジア不動産関連株オープン」は、この度、

信託期間を満了し、償還の運びとなりました。ここに

謹んで運用経過と償還内容をご報告申し上げます。 

今後とも引き続きお引き立て賜りますようお願い

申し上げます。 

 

当ファンドの仕組みは次の通りです。 

商品分類 追加型投信／海外／資産複合 

信託期間 2019年５月22日まで（2009年12月４日設定） 

運用方針 
ファミリーファンド方式により、信託財産の
成長を目指して運用を行います。 

主要運用対象 

ベ ビ ー 
ファンド 

アジア不動産関連株オープン 
マザーファンド受益証券 

マ ザ ー 
ファンド 

日本を除くアジア諸国・地域の金
融商品取引所上場（これに準ずる
ものを含みます。）株式等および
投資信託証券 

運用方法 

・日本を除くアジア諸国・地域の金融商品取
引所上場（これに準ずるものを含みます。）
株式等および投資信託証券を実質的な主要
投資対象とします。 

・アジアの不動産関連株およびアジアの不動
産投資信託証券に投資し、中長期的な値上
がり益の獲得を目指します。 

・モルガン・スタンレー・インベストメント・
マネジメント・カンパニーに運用指図に関
する権限を委託します。 

主な組入制限 

ベ ビ ー 
ファンド 

・マザーファンドへの投資割合
は、制限を設けません。 

・株式への実質投資は、制限を設
けません。 

・投資信託証券への実質投資は、
原則として当ファンドの純資
産総額の50％未満とします。 

・外貨建資産への実質投資は、制
限を設けません。 

マ ザ ー 
ファンド 

・株式への投資は、制限を設けま
せん。 

・投資信託証券への投資は、原則
として当マザーファンドの純
資産総額の50％未満とします。 

・外貨建資産への投資は、制限を
設けません。 

分配方針 

毎年５月22日（休業日の場合は翌営業日）に
決算を行い、収益分配方針に基づいて分配を
行います。分配対象額の範囲は、経費控除後
の配当等収益と売買益（評価益を含みます。）
等の全額とします。基準価額水準、市況動向、
残存信託期間等を勘案して、分配金額を決定
します。（ただし、分配対象収益が少額の場合
には分配を行わない場合もあります。） 

※ 当ファンドは、課税上、株式投資信託として取り扱われます。 
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アジア不動産関連株オープン

本資料 の表記にあたって  

・原則として、各表の数量、金額の単位未満は切捨て、比率は四捨五入で表記しておりますので、表中の個々の数字の合
計が合計欄の値とは一致しないことがあります。ただし、単位未満の数値については小数を表記する場合があります。 

・－印は組入れまたは売買がないことを示しています。 

 

○最近５期の運用実績 
 

決 算 期 
基 準 価 額 参 考 指 数 

株   式 
組入比率 

株   式 
先物比率 

投資信託 
証   券 
組入比率 

純 資 産 
総 額 (分配落) 

税 込 み 
分 配 金 

期 中 
騰 落 率 

 
期 中 
騰 落 率 

 円 銭 円 ％  ％ ％ ％ ％ 百万円 

６期(2015年５月22日) 14,703    400 44.7 20,767 44.5 85.4 － 11.8 824 

７期(2016年５月23日) 10,265    350 △27.8 14,893 △28.3 83.4 － 14.5 563 

８期(2017年５月22日) 12,437    300 24.1 19,048 27.9 82.0 － 14.9 684 

９期(2018年５月22日) 14,869    400 22.8 23,809 25.0 80.3 － 17.8 812 

(償還時) (償還価額)         

10期(2019年５月22日) 15,307.76 － 3.0 23,297 △ 2.2 － － － 831 
 

（注） 基準価額の騰落率は分配金込み。 

（注） 基準価額動向の理解に資するため、参考指数を掲載しておりますが、当ファンドのベンチマークではありません。 

（注） 当ファンドの参考指数は「Ｓ＆Ｐ 汎アジア不動産関連株指数 除く 日本、ＡＮＺ（円換算、トータルリターン（税引後配当再投資））」

です。Ｓ＆Ｐ 汎アジア不動産関連株指数 除く 日本、ＡＮＺ（円換算、トータルリターン（税引後配当再投資））はＳ＆Ｐ 汎アジア不動

産関連株指数 除く 日本、ＡＮＺ（米ドル建て、税引後配当再投資）（出所：Ｓ＆Ｐ®）の基準日前営業日の指数を基準日のわが国の対顧

客電信売買相場の仲値により三菱ＵＦＪ国際投信が円換算したうえ当ファンドの設定時を10,000として指数化したものです。 

 Ｓ＆Ｐ 汎アジア不動産関連株指数（除く日本、ＡＮＺ）とは、Ｓ＆Ｐ ダウ・ジョーンズ・インデックス ＬＬＣが公表している指数

で、汎アジア（除く日本、オーストラリア、ニュージーランド）の不動産関連の銘柄の値動きを表す指数です。 

（注） 外国の指数は、基準価額への反映に合わせて前営業日の値を使用しております。 

（注） 株式組入比率には、新株予約権証券を含めて表示しております。 

（注） 当ファンドは親投資信託を組み入れますので、「株式組入比率」、「株式先物比率」、「投資信託証券組入比率」は実質比率を記載しており

ます。 

（注） 「株式先物比率」は買建比率－売建比率。 
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アジア不動産関連株オープン

○当期中の基準価額と市況等の推移 

年 月 日 
基 準 価 額 参 考 指 数 株   式 

組 入 比 率 
株   式 
先 物 比 率 

投 資 信 託 
証   券 
組 入 比 率  騰 落 率  騰 落 率 

(期  首) 円 銭 ％  ％ ％ ％ ％ 

2018年５月22日 14,869    － 23,809 － 80.3 － 17.8 

５月末 14,091    △ 5.2 22,694 △ 4.7 79.7 － 18.6 

６月末 13,488    △ 9.3 21,560 △ 9.4 78.3 － 19.4 

７月末 14,025    △ 5.7 22,372 △ 6.0 78.4 － 19.9 

８月末 14,056    △ 5.5 21,989 △ 7.6 76.4 － 20.0 

９月末 14,097    △ 5.2 21,921 △ 7.9 76.2 － 20.9 

10月末 12,604    △15.2 19,563 △17.8 75.6 － 22.4 

11月末 13,825    △ 7.0 21,398 △10.1 75.9 － 21.4 

12月末 13,362    △10.1 20,608 △13.4 74.0 － 21.8 

2019年１月末 14,582    △ 1.9 22,392 △ 6.0 73.0 － 20.9 

２月末 15,053    1.2 23,351 △ 1.9 70.1 － 21.2 

３月末 15,707    5.6 24,454 2.7 73.7 － 21.9 

４月末 15,689    5.5 24,619 3.4 73.7 － 21.9 

(償還時) (償還価額)       

2019年５月22日 15,307.76 3.0 23,297 △ 2.2 － － － 
 

（注） 騰落率は期首比。 

（注） 株式組入比率には、新株予約権証券を含めて表示しております。 

（注） 当ファンドは親投資信託を組み入れますので、「株式組入比率」、「株式先物比率」、「投資信託証券組入比率」は実質比率を記載しており

ます。 

（注） 「株式先物比率」は買建比率－売建比率。 
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アジア不動産関連株オープン

運用経過
第１期～第10期：2009年12月４日～2019年５月22日

設定来の基準価額等の推移について

基準価額等の推移
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（円） （百万円）

設定時 信託終了日

純資産総額：右目盛

基準価額：左目盛

参考指数：左目盛

分配金再投資基準価額：左目盛

第 １ 期 首 10,000円
第 10 期 末 15,307.76円
既払分配金 1,750円
騰 落 率 75.3％

（分配金再投資ベース）

※分配金再投資基準価額は、分配金が支払われた場合、収益分配金
（税込み）を分配時に再投資したものとみなして計算したもので、
ファンドの運用の実質的なパフォーマンスを示すものです。
※実際のファンドにおいては、分配金を再投資するかどうかについ
ては、受益者のみなさまがご利用のコースにより異なります。ま
た、ファンドの購入価額により課税条件も異なります。従って、
各個人の受益者のみなさまの損益の状況を示すものではない点に
ご留意ください。

アジア不動産関連株オープン
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アジア不動産関連株オープン

償還価額は設定時に比べ75.3％（分配金再投資ベース）の上昇
となりました。

基準価額の動き

基準価額の主な変動要因

アジア不動産関連株市場が総じて上昇したことなどが、基準価額
の上昇要因となりました。
香港ドルなどを中心とした投資先通貨が対円で上昇したことなど
が、基準価額の上昇要因となりました。

上昇要因

アジア不動産関連株オープン
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アジア不動産関連株オープン

第１期～第10期：2009年12月４日～2019年５月22日

投資環境について

アジア不動産関連株市況
当ファンドの運用期間におけるアジア不動産関連株市場は、低金利環境の持続や実物不動産
市場の回復期待などを背景に上昇しました。
設定時から2010年５月にかけては、中国政府等による住宅に対する投機抑制策や今後の住
宅価格下落に対する警戒感などが上値を抑えたほか、ギリシャを中心とした欧州債務問題の
悪化を受けたリスク回避の動きなどから下落しました。2010年６月から2010年11月にか
けては、個別企業の好決算や事業環境に対する楽観的な見通しの台頭などを背景に上昇しま
した。
2010年12月から2011年10月にかけては、地政学リスクの高まりや中国における金融引き
締め懸念の再燃等を受けて下落したものの、2011年11月から2013年５月にかけては、米
国や中国等で良好な経済指標が発表されたことや、アジア各国・地域の金融緩和策を受けた
実物不動産市場の回復などを背景に上昇しました。
2013年６月から2014年２月にかけては、米国における量的金融緩和縮小観測の高まりなど
を背景に下落したものの、2014年３月から2015年５月にかけては、追加金融緩和策などが
発表された中国や、規制緩和などを通じた中国本土からの買い需要の高まりなどが材料視さ
れた香港を中心に上昇基調となりました。
2015年６月から2016年１月にかけては、米連邦準備制度理事会（ＦＲＢ）による利上げ警
戒感の高まりや中国の景気減速などを受けたリスク回避姿勢の高まりなどを背景に下落した
ものの、2016年２月から2018年１月にかけては、中国やシンガポールなどの経済指標が概
ね好感されたことや個別企業の好決算が好感されたことなどを背景に上昇しました。
2018年２月から2018年10月にかけては下落したものの、その後は、米国を中心に世界的
に長期金利が低下したことなどが好感され上昇しました。

アジア不動産関連株オープン
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アジア不動産関連株オープン

為替市況
当ファンドの運用期間におけるアジアの投資先通貨は対円で概ね上昇しました。設定時から
2012年１月にかけては、香港ドルや中国元は、欧州債務問題などを背景にリスク回避の円
高が進行したことなどから対円で下落しました。2012年２月から2015年６月にかけては、
日銀による金融緩和政策などを背景に円安が進行し、香港ドルや中国元は対円で上昇しまし
た。
2015年７月から2016年８月にかけては、中国の景気減速懸念や英国の欧州連合（ＥＵ）離
脱問題などを背景に円高が進行し、香港ドルや中国元は対円で下落したものの、2016年９
月から2016年12月にかけては、米大統領選挙の結果などを背景に米ドル高・円安が進行し、
香港ドルや中国元は対円で上昇しました。その後は、世界経済に対する不透明感が一部で高
まる中、香港ドルや中国元は対円で一進一退の動きとなりました。

当該投資信託のポートフォリオについて

アジア不動産関連株オープン
信託期間を通じて、アジア不動産関連株オープン　マザーファンド受益証券を主要投資対象
とし、組入比率を高位に保ちました。
第10期（2018年５月23日～信託終了日）については、上記の運用を維持した後、2019年
５月21日のマザーファンドの償還に伴い、組み入れを解消しました。

アジア不動産関連株オープン　マザーファンド
信託期間を通じて、日本を除くアジア諸国・地域の金融商品取引所上場（これに準ずるもの
を含みます。）株式等および投資信託証券に投資を行い、株式等および投資信託証券を合計
した組入比率は、概ね高位を保ちました。また、外貨建資産については、為替ヘッジを行い
ませんでした。
モルガン・スタンレー・インベストメント・マネジメント・カンパニーに運用指図の権限を
委託しました。
第10期（2018年５月23日から信託終了日）は、上記の運用を維持し、繰上償還に向け、
2019年５月７日に保有資産の売却を開始し、安定運用に切り替えました。

アジア不動産関連株オープン
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アジア不動産関連株オープン

第10期：2018年５月23日～信託終了日

当該投資信託のベンチマークとの差異について

分配金について
収益分配金につきましては、基準価額水準、市況動向、残存信託期間等を勘案し、第４期は200
円、第５期は100円、第６期は400円、第７期は350円、第８期は300円、第９期は400円、第
１期から第３期の分配は見送りとさせていただきました。信託期間中、累計で1,750円の分配を
行わせていただきました。

償還価額
アジア不動産関連株オープン
償還価額は、15,307円76銭となりました。

信託期間中はご愛顧を賜り、誠にありがとうございました。

右記のグラフは第10期を掲載しています。
当ファンドは運用の目標となるベンチマークを設けてお
りません。右記のグラフは当ファンド（ベビーファン
ド）の基準価額と参考指数の騰落率との対比です。
参考指数は、Ｓ＆Ｐ 汎アジア不動産関連株指数 除く 日
本、ＡＮＺ（円換算、トータルリターン（税引後配当再
投資））です。
なお、設定来の基準価額は75.3％（分配金再投資ベー
ス）の上昇、参考指数133.0％の上昇となりました。

（％）

2018/５/22 ～ 信託終了日
－4.0

－2.0

0.0

2.0

4.0

ファンド

参考指数

基準価額と参考指数の対比（騰落率）
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アジア不動産関連株オープン

2018年５月23日～2019年５月22日

１万口当たりの費用明細

項目
当期

項目の概要
金額（円） 比率（％）

(ａ)信 託 報 酬 277 1.945 (ａ)信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率×（期中の日数÷年間日数）

( 投 信 会 社 ) (162) (1.134) ファンドの運用・調査、受託会社への運用指図、基準価額の算出、目論見書等の作成等の対価
( 販 売 会 社 ) (108) (0.756) 交付運用報告書等各種書類の送付、顧客口座の管理、購入後の情報提供等の対価
( 受 託 会 社 ) (8) (0.054) ファンドの財産の保管および管理、委託会社からの運用指図の実行等の対価

(ｂ)売買委託手数料 4 0.028 (ｂ)売買委託手数料＝期中の売買委託手数料÷期中の平均受益権口数
有価証券等の売買時に取引した証券会社等に支払われる手数料

( 株 式 ) (3) (0.021)
( 投資信託証券 ) (1) (0.007)

(ｃ)有価証券取引税 8 0.053 (ｃ)有価証券取引税＝期中の有価証券取引税÷期中の平均受益権口数
有価証券の取引の都度発生する取引に関する税金

( 株 式 ) (7) (0.050)
( 投資信託証券 ) (0) (0.003)

(ｄ)そ の 他 費 用 62 0.436 (ｄ)その他費用＝期中のその他費用÷期中の平均受益権口数

( 保 管 費 用 ) (60) (0.424) 有価証券等を海外で保管する場合、海外の保管機関に支払われる費用
( 監 査 費 用 ) (2) (0.011) ファンドの決算時等に監査法人から監査を受けるための費用
( そ の 他 ) (0) (0.001) 信託事務の処理等に要するその他諸費用

合　　計 351 2.462

期中の平均基準価額は、14,253円です。

（注）期中の費用（消費税等のかかるものは消費税等を
含む）は、追加・解約により受益権口数に変動が
あるため、簡便法により算出した結果です。

（注）各金額は項目ごとに円未満は四捨五入してありま
す。

（注）売買委託手数料、有価証券取引税およびその他費
用は、このファンドが組み入れている親投資信託
が支払った金額のうち、当ファンドに対応するも
のを含みます。

（注）各比率は１万口当たりのそれぞれの費用金額（円
未満の端数を含む）を期中の平均基準価額で除し
て100を乗じたもので、項目ごとに小数第３位未
満は四捨五入してあります。

アジア不動産関連株オープン
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アジア不動産関連株オープン

○売買及び取引の状況 (2018年５月23日～2019年５月22日) 

 

銘 柄 
設 定 解 約 

口 数 金 額 口 数 金 額 
 千口 千円 千口 千円 
アジア不動産関連株オープン マザーファンド 1,229 2,437 402,664 849,335 

 
 
 

○株式売買比率 (2018年５月23日～2019年５月22日) 

 

項 目 
当 期 

アジア不動産関連株オープン マザーファンド 

(a) 期中の株式売買金額 891,747千円 
(b) 期中の平均組入株式時価総額 583,830千円 

(c) 売買高比率（a）／（b） 1.52   
 

（注） (b)は各月末現在の組入株式時価総額の平均。 

 

○利害関係人との取引状況等 (2018年５月23日～2019年５月22日) 

 

 該当事項はございません。 

 
利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第1項に規定される利害関係人です。 

 

○自社による当ファンドの設定・解約状況 (2018年５月23日～2019年５月22日) 

期首残高(元本) 当期設定元本 当期解約元本 償還時残高(元本) 取引の理由 

百万円 百万円 百万円 百万円  
514 － － 514 商品性を適正に維持するための取得 

 

○組入資産の明細 (2019年５月22日現在) 

 

 信託終了日現在、有価証券等の組入れはございません。 

 

親投資信託受益証券の設定、解約状況 
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アジア不動産関連株オープン

 

銘 柄 
期首(前期末) 

口 数 

 千口 

アジア不動産関連株オープン マザーファンド 401,434 
 
 
 

○投資信託財産の構成 (2019年５月22日現在) 

項 目 
償 還 時 

評 価 額 比 率 

 千円 ％ 

コール・ローン等、その他 839,579 100.0 

投資信託財産総額 839,579 100.0 
 
 
 

○資産、負債、元本及び償還価額の状況 （2019年５月22日現在) 

項 目 償 還 時 

  円 

(A) 資産 839,579,562   

 コール・ローン等 839,579,562   

(B) 負債 7,796,208   

 未払信託報酬 7,751,702   

 未払利息 1,495   

 その他未払費用 43,011   

(C) 純資産総額(Ａ－Ｂ) 831,783,354   

 元本 543,373,829   

 償還差益金 288,409,525   

(D) 受益権総口数 543,373,829口 

 １万口当たり償還価額(Ｃ／Ｄ) 15,307円76銭 
 
＜注記事項＞ 

①期首元本額 546,227,066円 

期中追加設定元本額 1,806,279円 

期中一部解約元本額 4,659,516円 

また、１口当たり純資産額は、期末1.530776円です。 

○損益の状況 (2018年５月23日～2019年５月22日) 

項 目 当 期 

  円 

(A) 配当等収益 △      6,196   

 支払利息 △      6,196   

(B) 有価証券売買損益 38,987,683   

 売買益 40,958,659   

 売買損 △  1,970,976   

(C) 信託報酬等 △ 15,196,733   

(D) 当期損益金(Ａ＋Ｂ＋Ｃ) 23,784,754   

(E) 前期繰越損益金 259,657,511   

(F) 追加信託差損益金 4,967,260   

 (配当等相当額) (  101,751,000)  

 (売買損益相当額) (△ 96,783,740)  

 償還差益金(Ｄ＋Ｅ＋Ｆ) 288,409,525   
 

（注） (B)有価証券売買損益は期末の評価換えによるものを含みます。

（注） (C)信託報酬等には信託報酬に対する消費税等相当額を含めて

表示しています。 

（注） (F)追加信託差損益金とあるのは、信託の追加設定の際、追加設

定をした価額から元本を差し引いた差額分をいいます。 

 

②「アジア不動産関連株オープン マザーファンド」の信託財産の運用の指図に係る権限の全部または一部を委託するために要する費用と

して、信託財産に属する同親投資信託の信託財産の純資産総額に対し、次に定める率を乗じて得た額を委託者報酬の中から支弁しており

ます。 

 300億円以下の部分に対して     年１万分の65 

 300億円超の部分に対して      年１万分の55 

 

親投資信託残高 
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アジア不動産関連株オープン

○投資信託財産運用総括表 
 

信 託 期 間 
投資信託契約締結日 2009年12月４日 投資信託契約終了時の状況 

投資信託契約終了日 2019年５月22日 資 産 総 額 839,579,562円 

区   分 投資信託契約締結当初 投資信託契約終了時 差引増減または追加信託 
負 債 総 額 7,796,208円 

純 資 産 総 額 831,783,354円 

受益権口数 1,641,164,913口 543,373,829口 △1,097,791,084口 受 益 権 口 数 543,373,829口 

元 本 額 1,641,164,913円 543,373,829円 △1,097,791,084円 １万口当たり償還金 15,307円76銭 

毎計算期末の状況 

計 算 期 元 本 額 純資産総額 基準価額 
１万口当たり分配金 

金   額 分 配 率 

第１期 1,645,288,853円 1,411,291,209円 8,578円 0円 0.0％ 

第２期 301,213,891   289,221,557   9,602   0   0.0   

第３期 154,765,686   116,607,415   7,534   0   0.0   

第４期 155,321,416   199,097,869   12,818   200   2.0   

第５期 574,585,944   599,640,098   10,436   100   1.0   

第６期 560,918,178   824,695,781   14,703   400   4.0   

第７期 548,988,476   563,519,262   10,265   350   3.5   

第８期 550,434,409   684,569,330   12,437   300   3.0   

第９期 546,227,066   812,199,908   14,869   400   4.0   
 
 
 

○償還金のお知らせ  

１万口当たり償還金（税込み） 15,307円76銭 
 
◆償還金は償還日から起算して５営業日までにお支払いを開始しております。 

◆課税上の取り扱い 

・ 個人受益者の場合、償還価額から取得費（申込手数料（税込）を含みます。）を控除した利益（譲渡益）が譲渡所得等として課税され、原

則として、20.315％（所得税15％、復興特別所得税0.315％、地方税５％）の税率による申告分離課税が適用されます。 

・ 特定口座（源泉徴収選択口座）を利用する場合、20.315％（所得税15％、復興特別所得税0.315％、地方税５％）の税率で源泉徴収され、

原則として、申告は不要です。 

 

※ 法人受益者に対する課税は異なります。 

※ 課税上の取扱いの詳細については、税務専門家等にご確認されることをお勧めします。 

※ 税法が改正された場合等には、上記内容が変更になることがあります。 

 
［ お 知 ら せ ］ 

2014年１月１日から、2037年12月31日までの間、普通分配金並びに解約時又は償還時の差益に対し、所得税15％に2.1％の率を乗じた復興

特別所得税が付加され、20.315％（所得税15％、復興特別所得税0.315％、地方税５％（法人受益者は15.315％の源泉徴収が行われます。））

の税率が適用されます。 
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